
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２８ 府 省 庁 名 経済産業省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（軽油引取税） 

要望 

項目名 
軽油引取税の課税免除の特例措置の延長（地熱資源開発事業） 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

地熱資源の開発のために使用する動力付試すい機の動力源の用途に供する軽油について、１ｋL につき、

３２，１００円（３２．１円／L）の課税免除。 

 

 

 

 

・特例措置の内容 

 上記用途に供される軽油に係る軽油引取税の課税免除とする措置を３年間延長する。 

 

 

 

 

 

関係条文 

 

地方税法附則第十二条の二の七第一項第五号 

 地方税法施行令附則第十条の二の二第六号 

減収 

見込額 

［初年度］   － （ ▲１４８ ）  ［平年度］   － （ ▲１４８ ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

我が国において、重要な低炭素の国産エネルギー源である再生可能エネルギーのうち、発電コストも低く、

安定的に発電を行うことが可能な地熱発電の推進を図る。 

 

（２）施策の必要性 

エネルギー基本計画（平成２６年４月１１日閣議決定）においては、再生可能エネルギーに係る政策の方向

性において、次のとおり記載されている。 

 

「これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準を更に上回る水準の導入を目指し、エネルギーミ

ックスの検討に当たっては、これを踏まえることとする。」 

 

 このうち、「これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準」については、次のとおり。 

 

 「２００９年８月に策定した「長期エネルギー需給見通し（再計算）」（２０２０年の発電電力量のうちの

再生可能エネルギー等の割合は１３．５％（１，４１４億 kWh））及び２０１０年６月に開催した総合資源エ

ネルギー調査会総合部会・基本計画委員会合同会合資料の「２０３０年のエネルギー需給の姿」（２０３０年

の発電電力量のうちの再生可能エネルギー等の割合は約２割（２，１４０億 kWh））。」 

 

これらにおける地熱発電の設備容量及び発電電力量は、それぞれ以下のとおり。 

・２００９年８月に策定した「長期エネルギー需給見通し（再計算）」 

 ２０２０年  設備容量： ５３万ｋＷ  発電電力量： ３４億ｋＷｈ 

・２０１０年６月の「２０３０年のエネルギー需給の姿」 

  ２０３０年  設備容量：１６５万ｋＷ  発電電力量：１０３億ｋＷｈ 
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特に、地熱発電は安定的に発電が可能な「ベースロード電源」として、また、再生可能エネルギーの中で

も風力と並んで、導入加速に向けた取組を強化すべき電源として位置付けられており、特に積極的な推進が 

必要である。 

 

（参考）エネルギー基本計画 抜粋 

第２章 エネルギー需給に関する施策についての基本的な方針  

第２節 各エネルギー源の位置付けと政策の時間軸 

１．一次エネルギー構造における各エネルギー源の位置付けと政策の基本的な方向 

（１）再生可能エネルギー 

３）地熱 

世界第３位の地熱資源量を誇る我が国では、発電コストも低く、安定的に発電を行うことが可能なベー

スロード電源を担うエネルギー源である。 

また、発電後の熱水利用など、エネルギーの多段階利用も期待される。 

一方、開発には時間とコストがかかるため、投資リスクの軽減、送配電網の整備、円滑に導入するため

の地域と共生した開発が必要となるなど、中長期的な視点を踏まえて持続可能な開発を進めていくことが

必要である。 

 

第３章 エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 

第３節 再生可能エネルギーの導入加速～中長期的な自立化を目指して～ 

１．風力・地熱の導入加速に向けた取組の強化 

開発規模によって経済性を確保できる可能性のある風力・地熱については、導入に向けた課題が多く、

それを解決する取組を進める。 

（２）地熱 

地熱発電の開発には、時間とコストがかかり、風力発電と同様に、地元との調整や、環境アセスメント

のほか、立地のための各種規制・制約への対応等の課題がある。 

このため、地熱発電設備の導入をより短期間で、かつ円滑に実現できるよう、投資リスクの軽減、環境

アセスメントの迅速化、電気事業法上の安全規制の合理化等の取組、また、必要に応じて更なる規制・制

度の合理化に向けた取組等を進める。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

エネルギー基本計画（平成２６年４月閣議決定）において、発生電力量のうちの再生可能エ

ネルギー等の割合について、２０２０年で１３．５％、２０３０年で約２０％を更に上回る水

準の導入を目指す。 

５．エネルギー・環境 

５－３ 電力・ガス  

政策の 

達成目標 

地熱資源獲得を推進するため、本特例措置により掘削コストを約 1.6％程度低減させる。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの３年間 

同上の期間中

の達成目標 

地熱資源獲得に係る掘削コストが約 1.6％程度減少することが見込まれる。 

政策目標の 

達成状況 

次に示すとおり、掘削コストは低減されており、本特例措置を活用し地下資源獲得を推進す

るため、本措置を継続することが必要である。 

○掘削コストの低減状況 

  平成 21年度  平成22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度  

1.27%     1.76%     1.60%     1.62%     1.61% 

 （課税免除の特例措置適用事業者へのヒアリングによる） 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

【適用見込み（法人）】 

平成 26年度 15件 102百万円  3,170kL 

平成 27年度  23件  148百万円  4,596kL 

平成 28年度 23件 148百万円  4,611kL 

（課税免除の特例措置適用事業者へのヒアリングによる） 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置を適用した場合、地熱資源獲得に係る掘削コストは約 1．6％程度減少する。また、

軽油取引価格は平成２１年度頃より上昇し、高値で推移しており、本措置は掘削コスト低減に

有効である。（参考：課税免除の特例措置適用事業者へのヒアリングによる） 

・追加井 1本の掘削コストに係る免税後における軽油コストの割合（実績） 

平成 21年度  平成 22年度  平成 23年度  平成 24年度  平成 25年度  

2.34%     3.69%     3.94%     3.90%     4.05% 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

－ 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

地熱発電は、開発コスト、リスクが高いこと、蒸気減衰等により出力が低下するという課題

があるため、以下の取組を行っている。 

① 発電所における追加井掘削に対して２０％を補助。（地熱発電開発費等補助金）。平成２６年

度予算額８４３百万円。 ※後年度負担のみ 

② 新規開発のための初期段階の地質調査掘削に対して、５０％を補助。（地熱資源開発調査事

業）。平成２６年度予算額６，５００百万円。 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

地熱発電開発費等補助金は、既存の発電所の出力維持を目的としているが、平成２２年度以

前に審査を受けた事業についてのみ後年度負担を行うこととなっており、当該補助金は平成２

８年度に廃止される。 

 また、地熱資源開発調査事業においては、新規開発初期段階の地熱調査掘削に対する補助で

あるため、新規発電所建設における掘削及び発電所運転開始後の出力維持のための追加井掘削

に係る補助を目的としていない。 

本特例措置は掘削に必要な燃料費負担の低減が目的であり、本特例措置を活用することによ

り、我が国の政策目標をさらに推し進めることができ、我が国の電力の安定供給を図ることが 

できる。 
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要望の措置の 

妥当性 

税率の変更に伴う建設コストの増大は、地熱発電の推進に影響を及ぼすおそれがある。今後、

地熱発電の導入を進めるに当たっては、延長が不可欠。 

また、本措置は至近５か年累計において 71％（減収額割合ベース）が東北地域にて活用されて

おり、東北地域における電力の安定供給及び復興支援の観点からも妥当な手段である。（参考） 

○全発電量に対する地熱発電量の割合（平成２５年度） 

全電源発電量    ９，３９７億ｋＷｈ 

地熱発電量        ２６億ｋＷｈ（０．３％） 

  

○地熱発電所が多い東北、北海道地方の地熱発電量の割合（平成２５年度） 

東北地方全電源発電量  ９５８億ｋＷｈ 

東北地方地熱発電量    １０億ｋＷｈ（１．１％） 

北海道地方全電源発電量 ３４１億ｋＷｈ 

北海道地方地熱発電量    １億ｋＷｈ（０．３％） 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

【適用状況（法人）】 

平成 21年度  6件  29百万円   913kL 

平成 22年度  3件  21百万円    648kL 

平成 23年度  4件  25百万円    778kL 

平成 24年度  5件  39百万円  1,219kL 

平成 25年度  9件  58百万円  1,803kL 

（課税免除の特例措置適用事業者へのヒアリングによる） 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

適用総額の種類 

 税額 

適用実績 

 平成 23年度 91,311,885千円 

 平成 24年度 94,380,805千円 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

本特例措置を適用した場合、地熱資源獲得に係る掘削コストは約 1．6％程度減少する。また、

軽油取引価格は平成２１年度頃より上昇し、高値で推移しており、本措置は掘削コスト低減に

有効である。 

（参考） 

・追加井 1本の掘削コストに係る免税後における軽油コストの割合（実績） 

  平成 21年度 2.34% 

  平成 22年度 3.69% 

  平成 23年度  3.94% 

  平成 24年度  3.90% 

  平成 25年度  4.05% 

（課税免除の特例措置適用事業者へのヒアリングによる） 

前回要望時の 

達成目標 

平成２１年度から平成２５年度の実績より約 1.6％の掘削コスト削減が図れており、前回要

望時の目標（掘削コスト約 1.6％減少）は達成されている。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

 

 

 

これまでの要望経緯 

昭和５５年 創設 

平成２１年 ３年間延長 

平成２４年 ３年間延長 

ページ ― 

 
 


